
 
愛知県新型コロナウイルス感染症対策本部要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、新型コロナウイルス感染症に関する基本的事項について協議し、

その総合的な推進を図るため、愛知県新型コロナウイルス感染症対策本部の組織及び

運営に関し必要な事項を定める。 

（本部長） 

第２条 愛知県新型コロナウイルス感染症対策本部（以下「本部」という。）の本部

長は、知事をもって充てる。 

（副本部長） 

第３条 本部の副本部長は、保健医療局の事務を担任する副知事をもって充てる。 

（本部員） 

第４条 本部員は知事が任命し、任命する職員は、愛知県行政組織規則（昭和３９

年愛知県規則第２１号）第５６条第１項に規定する局長、会計局長、企業庁長、

病院事業庁長、議会事務局長、その他本部長が必要と認める者とする。 

（本部会議） 

第５条 本部長は、必要に応じ、本部の会議として本部会議を招集する。 

２ 本部会議は、本部長、副本部長及び本部員で構成する。 

３ 本部会議は、新型コロナウイルス感染症対策に関する基本的事項について協議

し、その総合的な推進を図る。 

（幹事会） 

第６条 本部の下に幹事会を置く。 

２ 幹事会は、別表に掲げる者をもって構成する。 

３ 幹事会に幹事長を置き、幹事長に保健医療局技監をもって充てる。 

４ 幹事長は、必要に応じ、幹事会を招集する。 

５ 幹事会は、新型コロナウイルス感染症対策の総合的な推進を図るために必要な

情報の収集、整理及び伝達に関する事務をつかさどる。 

（事務局） 

第７条 本部の業務を行うため、保健医療局感染症対策課に事務局を設置する。 

（その他の組織） 

第８条 本部長は、第６条に定めるもののほか、本部に必要な組織を設置し、職員

を指定して処理させることができる。 

（雑則） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、幹事会の組織その他本部の運営に必要な事

項は、別に定める。 

 

 

 

 

 



    附 則 

  この要綱は、平成２５年４月１３日から施行し、平成１７年１２月１９日施行

の愛知県新型インフルエンザ対策本部設置要領は、廃止する。 

    附 則 

  この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

    附 則 

  この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則 

  この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

    附 則 

  この要綱は、令和２年３月２６日から施行し、令和２年１月３０日施行の愛知

県新型コロナウイルス感染症対策本部設置要綱は、廃止する。 

附 則 
  この要綱は、令和２年５月２０日から施行する。 

附 則 
  この要綱は、令和２年８月１７日から施行する。 

附 則 
  この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 
  この要綱は、令和３年９月１日から施行する。 

附 則 
  この要綱は、令和５年５月８日から施行する。 
    附 則 
  この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 



別表（第５条、第６条関係） 

対策本部 幹事会 

（本部長）知事 （幹事長）保健医療局技監 

（副本部長）副知事 － 

政策企画局長 秘書課長 

総務局長 総務課長 

人事局長 人事課長 

防災安全局長 防災危機管理課長 

 消防保安課長 

県民文化局長 県民総務課長 

 学事振興課私学振興室長 

環境局長 環境政策課長 

福祉局長 福祉総務課長 

 地域福祉課長 

 障害福祉課長 

 高齢福祉課長 

 児童家庭課長 

 子育て支援課長 

保健医療局長 医療計画課長 

 健康対策課長 

 医務課長 

 国民健康保険課長 

 感染症対策課長 

 生活衛生課長 

 医薬安全課長 

経済産業局長 産業政策課長 

労働局長 労働福祉課長 

観光コンベンション局長 観光振興課長 

農業水産局長 農政課長 

農林基盤局長 農林総務課長 

建設局長 建設企画課長 

都市・交通局長 都市総務課長 

建築局長 住宅計画課長 

スポーツ局長 スポーツ振興課長 

アジア・アジアパラ競技大会推進局長 企画調整課長 

会計局長 管理課長 

企業庁長 管理部総務課長 

病院事業庁長 管理課長 



 

対策本部 幹事会 

議会事務局長 総務課長 

教育委員会教育長 管理部総務課長 

 教育部保健体育課長 

愛知県警察本部長 警備部警備二課長 

 

 


